
公 益
法 人
の 区 分

国 所 管 、
都道 府県
所管 の区

分

応 札 ・
応 募 者
数 （ 者 ）

倉敷中央公共職業安定所エレベーター改
修工事

支出負担行為担当官
岡山労働局総務部長　新井　博之
岡山市北区下石井1-4-1
岡山第2合同庁舎

令和4年1月5日

東芝エレベータ株式会社中
国支社
広島県広島市中区大手町2-
7-10

5010701006785

会計法第29条の3第4項及
び予決令第102条4第3号
の規定による随意契約(他
者に履行させることが不
利であるため)

1,160,786 1,114,300 96.0% - － －

岡山公共職業安定所及び倉敷中央公共職
業安定所における通用口扉改修工事

支出負担行為担当官
岡山労働局総務部長　新井　博之
岡山市北区下石井1-4-1
岡山第2合同庁舎

令和4年1月20日
協立土建株式会社
岡山県岡山市北区幸町6-9

2260001002091

会計法第29条の3第5項及
び予決令第99条第2号の
規定による随意契約(少額
随契)

1,501,101 1,193,500 79.5% - － －

玉野公共職業安定所駐車場車止め・区画
線等更新工事

支出負担行為担当官
岡山労働局総務部長　新井　博之
岡山市北区下石井1-4-1
岡山第2合同庁舎

令和4年1月24日
株式会社重藤組
岡山県岡山市南区福成3-6-
22

3260001003221

会計法第29条の3第5項及
び予決令第99条第2号の
規定による随意契約(少額
随契)

1,195,551 1,177,000 98.4% - － －

倉敷中央公共職業安定所総社出張所ブラ
インド更新工事

支出負担行為担当官
岡山労働局総務部長　新井　博之
岡山市北区下石井1-4-1
岡山第2合同庁舎

令和4年1月31日
株式会社城口
岡山県岡山市北区久米388-
1

2260001028046

会計法第29条の3第5項及
び予決令第99条第2号の
規定による随意契約(少額
随契)

1,171,324 671,000 57.3% - － －

落札率法人番号

再 就 職
の 役 員
の 数
（ 人 ）

公益法人の場合

備　考

公 共 調 達 の 適 正 化 に つ い て （ 平 成 18 年 8 月 25 日 付 財 計 第 2017 号 ） に 基 づ く 随 意 契 約 に 係 る 情 報 の 公 表 ［ 公 共 工 事 ］
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年6月1日 行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

公共工事の名称、場所、期間及び種別

契 約 担 当 官 等 の
氏 名 並 び に そ の
所 属 す る 部 局 の
名 称 及 び 所 在 地

契約を締結した日
契 約 の 相 手 方 の 商 号
又 は 名 称 及 び 住 所

随意契約によることと
した会計法令の根拠
条 文 及 び 理 由
（企画競争又は公募）

予定価格（円） 契約金額（円）

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。
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公 益 法 人
の 区 分

国所管、都
道 府 県 所
管 の 区 分

応札・応募
者 数 （ 者 ）

津山公共職業安定所他で使用する窓口イン
フォメーションシステムの調達

支出負担行為担当官
岡山労働局総務部長　新井　博之
岡山市北区下石井1-4-1
岡山第2合同庁舎

令和4年1月31日
リプライス株式会社
神奈川県横浜市港北区新横
浜3-22-9

3020001038381 一般競争入札 10,791,156 8,682,520 80.5% － －

落札率

公益法人の場合

備　考法人番号契約を締結した日

契 約 担 当 官 等 の
氏 名 並 び に そ の
所 属 す る 部 局 の
名 称 及 び 所 在 地

物品役務等の名称及び数量

公 共 調 達 の 適 正 化 に つ い て （ 平 成 18 年 8 月 25 日 付 財 計 第 2017 号 ） に 基 づ く 競 争 入 札 に 係 る 情 報 の 公 表 ［ 物 品 ・ 役 務 等 ］
及 び 公 益 法 人 に 対 す る 支 出 の 公 表 ・ 点 検 の 方 針 に つ い て （ 平 成 24 年 6 月 1 日 行 政 改 革 実 行 本 部 決 定 ） に 基 づ く 情 報 の 公 開

契 約 の 相 手 方 の 商 号
又 は 名 称 及 び 住 所

一般競争入札・指名競
争 入 札 の 別
（ 総 合 評 価 の 実 施 ）

予定価格（円） 契約金額（円）

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。
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